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はじめに

2017年2月24日に公布された政令第20/2017/ND-CP号（以下「政令第20号」という）における第8条第3項で定
める法人所得税（CIT）課税所得の算定における損金算入可能な支払利息の上限についての規制は曖昧な部

分が多く含まれることに加え、企業（特に高い資本構造を有する企業）のキャッシュフローや税金費用に大きな
影響を与えるため、国内外の事業体または経済団体から多くのコメントや質問が寄せられてきました。

Covid-19パンデミックが終息した後に、政府は企業の生産・事業活動の維持・発展及び経済発展の強化を支
援するための措置を検討し、政令第20号の第8条第3項を改正する政令第68/2020/ND-CP号（以下「政令第68
号」という）を公布しました。それに伴い、弊社による当シリーズのエピソード3では、企業にパンデミック後のビ
ジネス戦略に沿った包括的な視点と対策案をもたらせるように、政令第68号についての詳細な分析と多面的
な視点をお届けさせていただきます。

移転価格に関するニュースレターシリーズ

エピソード3：損金算入可能な支払利息上限に関する規制の改正：企業が考慮すべ

きこと及び推奨アクション

4. Covid-19 の影響を受ける期間における赤字・収益変動

などを事前に計画する

5. 移転価格の専門家から見た事業リストラクチャリング

6. サプライチェーンの中で低リスクとみされる企業は

Covid-19への受容力が高い、というのは本当か？

7. Covid-19によるAPAの交渉および実施プロセスへの影

響

8. 移転価格に関する税務調査の傾向：納税者ための緩

和か、又は、国家予算のための積極的な計画か？

1. Covid-19によるサプライチェーンの寸断 -既存

のグループサプライチェーンモデルが今後どの

ように変わる可能性があるか、そしてどのような

潜在的なリスクが考えられるか

2. Covid-19 以前のグループ内の価格設定が不適

格になる可能性とその再検討

3. 損金算入可能な支払利息上限に関する規制の
改正：企業が考慮すべきこと及び推奨アクショ
ン

当シリーズでは下記の内容を取り扱います。
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対象 損金算入となる支払利息に関する規制

純支払利息
当政令は、会計期間に発生した純支払利息（同期間の銀行預金及び貸付金からの受取利息の控除
後）の損金算入の上限に適用されます。以前の政令20号の規定では、支払利息と銀行預金及び貸

付金からの受取利息との相殺は認められていませんでした。

30%
これは事業活動による純利益及び支払利息（銀行預金及び貸付金からの受取利息の控除後）、減
価償却費の合計額（EBITDA）に対する法人所得税の課税所得算定における損金算入可能な純支払

利息上限額になります。

5年間1 これは損金不算入の支払利息（銀行預金及び貸付金からの受取利息の控除後）を連続して繰越す
期間になります。

Form 01 これは政令第20号下のForm 01の代替となります。

有効
当政令は2020年6月24日から有効となり、2019年度の課税期間から適用されますが、当政令はクレ

ジット、保険機関、政府優遇融資には適用されません。

2017年～2018年の期間について

2021年1月1日
納税者は、2021 年 1 月 1 日までに、当該損金算入可能な支払利息と法人所得税の再算定を行い、
調整後の法人税申告書を管轄税務当局に提出する必要があります。再算定後の2017～2018年度

の損金不算入の支払利息は、翌期に繰り越すことは認められません。

5年間2 政令第68号に基づいて再算定後の過払いされた法人所得税（当該遅延利息がある場合はそれを含
む）は2020年から最長5年間にわたり、法人所得税債務と相殺されるものとします。

税務調査が実
施済の場合

所轄税務当局による税務調査が行われた場合、納税者は2020年から5年以内の法人所得税債務と

相殺するために、各地方税務当局に対し法人所得税の納税額とそれに対応する遅延利息を算定す
るように要請します。この対応は納税者ではなく、税務当局側で行われるものとします。なお、当該対
応により、税務調査が再実施等されることはありません。

グループの視点から、子会社間の損金算入
支払利息を策定するための一貫した仕組み
を構築することで、国際的な実務レベルに近
づくことができます。

銀行預金及び貸付金からの受取利息及び
支払利息の決定方法

検討すべきポイント効果

一定の税負担を軽減し、Covid-19後の事業や

生産の回復、維持、促進のためのリソースを集
中する機会をもたらします。

支払利息上限額の算定において銀行預金及び
貸付金からの受取利息を支払利息と相殺する
ことが求められることで、支払利息上限を最適
化し、パンデミック後のキャッシュフローの圧迫
を緩和することができます。

注目すべき変更点

税率やインセンティブの異なる複数の事業セ
グメントを持つ納税者にとって損金算入可能
な支払利息の算定方法

税務調査を受けた期間の取扱い
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企業のすべきこと

• 内容を確認し、上限を超過する損金不
算入支払利息及び、法人所得税額の
過不足額を再算定する。

• 調整後の法人所得税を再申告する。

• 税務調査を受けた期間について、法人
所得税債務を再決定するように管轄税
務当局と協議する。

• 事業計画や生産計画に基づいて2020
年の納税義務について政令68号の影
響を測定する。

• 法人所得税申告時に支払利息の損金
算入可能額の算定方法を更新し、標準
化する。

• 内容を確認し、上限を超過する損金不算
入支払利息及び、法人所得税額の過不
足額を再算定する。

• 繰越される控除額の財務諸表への影響
を検討する。

• 調整後の法人所得税を再申告する。

• パンデミック後の事業活動の回復・維持・促
進のためのキャッシュフロー管理を目的とし
て、財務・税務計画や短期的・長期的事業
活動への当政令の影響を評価する。

• 利息の相殺と5年間の繰越制度を最適

化するため、グループ内の金融取引又
はグループ内の資本配置の構築・再編
に関する適切な戦略について本社と協
議する。

• 以下の複数レベルでグループの観点か
ら税金コストを最適化するための戦略を
検討する。

─ バリューチェーン/金融取引フローを再
編

─ 資本とキャッシュフローの再編

─ 利息の相殺や繰越制度を最適化する
ために、社内の借入・貸出方針の再編

2017 – 2018

From 2020

Accounting 
– Tax Team

Board of Directors/ 
headquarters

2019
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以上で、支払利息上限に関する政令68号の適用について弊社の分析と提言になります。皆様がお持ちの懸

念事項についてお気軽にお問い合わせいただけますと幸いです。

Next episode of our sharing series

次回は「Covid-19 の影響を受ける期間における赤字・収益変動などを事前に計画する」をテーマにお送りい

たします。

Các dịch vụ về giao dịch liên kết của Deloitte

• Phân tích chuyên sâu về giao dịch liên kết;

• Soát xét các hợp đồng BEPS/thỏa thuận trong tập đoàn;

• Soát xét Hồ sơ giao dịch liên kết;

• Soát xét các vấn đề liên quan đến giao dịch liên kết;

• Hỗ trợ lập chiến lược kế hoạch, chuẩn bị và nộp hồ sơ thỏa thuận

trước về phương pháp xác định giá tính thuế (“APA”)

Strategic 
advisory

政令第68号に基づく損金算入純支払利息の正確性のレビューまたは算

定方法のサポート

 2017年及び2018年、2019年の法人税コンプライアンス要件を満たすため

の相談対応及びサポート

関連する年度の財務諸表への影響の明確化

政令68号下の損金算入純支払利息を算定する際、納税者の懸念事項

を明確にするために、税務当局との協議のサポート

税務調査が既に行われた場合、2017年及び2018年、2019年の法人所

得税債務の再算定を税務当局に要請する際の、税務当局との協議の

サポート

損金算入純支払利息又は、翌期に繰越される損金不算入の純支払利息
を最適化するため、金融取引モデルの再編や戦略のアドバイス

新たなスキームの導入に向けて、グループの視点から関係者間での貸
付・借入活動に伴う内部統制方針の策定のアドバイス

コンプライアンスを強化し、納税義務を最適化するためのグループ内取引
の内部統制方針の策定のアドバイス

Assistance in 
working with 
Tax authority

Compliance 
review
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